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ては、例えば、2003 年に英国ガーディアン紙に掲載された、Fast forward into trouble1と題す







































1 出典: the guardian. Fast forward into trouble.
<https://www.theguardian.com/theguardian/2003/jun/14/weekend7.weekend2>. 2003 年 6 月 14 日掲載,
2015 年 5 月 29 日閲覧.
2 出典: BBC News. Has TV changed Bhutan? <http://news.bbc.co.uk/2/hi/entertainment/3812275.stm>.

























王国教育省教育部編による『ブータンの歴史』［Education Division, Ministry of Health and
Education, ed. 1998=2008］、主に政治史について詳しいレオ・E・ローズ著『ブータンの政
治』［Rose 1977=2001］、および、ブータンにおける歴史研究の第一人者であるカルマ・プ






る。また、本文中で ICT〔Information and Communication Technology〕という文言を用いる
場合は、後者の現代情報技術を含意するものとする。
本章の執筆に際しては、主に統計資料として、ブータン情報通信省、およびその傘下の
IT 通信庁〔Department of IT & Telecom: DIT〕、情報メディア庁〔Department of Information
& Media: DIM〕の一次資料、そして 2003 年から 5年に一度、計 3回行われている「メディ
8ア影響調査〔Bhutan Media Impact Study〕」の結果などを参照している。また、国際電気




















その国土は、20 の県〔Dzongkhag〕、205 の郡〔Gewog〕、1,044 の町〔Chiwog〕、とい
う行政単位から成っており、各県には一つ以上の市〔Thromde〕が設置されている6。首都
であるティンプー県ティンプー市〔Thimphu Thromde, Thimphu Dzongkhag〕のほかに、チュ
カ県プンツォリン市〔Phuentsholing Thromde, Chhukha Dzongkhag〕、サルパン県ゲレフ市
〔Gelephu Thromde, Sarpang Dzongkhag〕、サムドゥプ・ジョンカル県サムドゥプ・ジョンカ













り、それらは標高 1.5 千〜3 千 m ほどの高地に立地している。北の中国との国境は、ヒマラ
ヤの尾根に相当する標高 6 千〜7 千 m を超える高山地帯であり、未踏峰の世界最高峰であ





















ュック〔Jigme Wangchuck〕（在位 1926 年〜1952 年）にもそれが引き継がれた。その後、
第 3 代国王ジグメ・ドルジ・ワンチュック〔Jigme Dorji Wangchuck〕（在位 1952 年～1972
11
年）、および、第 4 代国王ジグメ・シンゲ・ワンチュック〔Jigme Singye Wangchuck〕（在
位 1972 年～2006 年）が、長い時間をかけて自ら主導して王権を国民へと移譲するという、
世界的にも極めて珍しい民主化過程を経て、2008 年、立憲君主制を採る議会制民主主義へ
移行した。現君主は、世襲 5 代目にあたる、ジグメ・ケサル・ナムゲル・ワンチュック〔Jigme







































なお、2014 年の貿易収支は、輸出が 24,951 百万ニュルタム（対インド輸出割合 84.8%）に
対して、輸入が 56,566 百万ニュルタム（対インド輸入割合 84.0%）と大幅な貿易赤字とな










































人口 757,042 人 (15 歳未満人口 224,737 人) ≒ 熊本市
面積 38,394 ㎢  (森林面積率 70.5%) ≒ 九州 
主な民族 ンガロン (チベット系)、ツァンラ (東ブータン先住民)、ローツ
ァンパ (ネパール系)、他
主な言語 ゾンカ、英語、ツァンラカ、ローツァムカ
主な宗教 チベット仏教 カギュ派 ドゥク派
政治形態 立憲君主制
行政区 20 Dzongkhags (県) ＞ 205 Gewogs (郡) ＞ 1,044 Chiwogs
GDP（2014） 119,546 百万ニュルタム
産業別人口構成比 ①農林 56.6%、②公務員・軍人 11.5%、③小売 7.8%、④製造 7.0%、
⑤輸送・通信 3.0%
14
産業別 GDP 構成比 ①農林 16.8%、②建設 15.5%、③電力 14.2%、④公共・サービス
10.8%、⑤輸送・通信 9.6%
貿易収支 (2014) 輸出 24,951 百万ニュルタム（対インド 84.8%）
輸入 56,566 百万ニュルタム（対インド 84.0%）
図 2：（左上）ブータンへ向かう飛行機内からヒマラヤを望む（2015 年 11 月撮影）
図 3：（右上）美しい田園風景（2014 年 7 月撮影）
図 4：（左下）仏画に向かって祈りを捧げる若者たち（2015 年 11 月撮影）

























































続く第 3 代国王ジグメ・ドルジ・ワンチュック（在位 1952 年〜1972 年）は、国家主権確
立のために国際的地位を向上させることを目的に、海外へと目を向けた政策を展開してい

















17 歳という若さで王位を継承した、第 4 代国王ジグメ・シンゲ・ワンチュック（在位 1972
年〜2006 年）は、その卓越した内政・外交両面の手腕によって、まさに「近代ブータンの
父」と呼ぶにふさわしい数々の業績を残した。そのなかで、国際社会のなかでもよく知ら
















にするとして、それ以外に特筆すべき取り組みとして、“One Nation One People”という構
想に基づいた国家統合政策の施行を挙げておかなければならない。“One Nation One People”
構想とは、「民族・地域的背景にかかわらずすべての国民がブータン人であるという認識






















であったアッサム解放統一戦線〔United Liberation Front of Assam: ULFA〕の存在であった。
ブータン国内にキャンプを設営していた ULFA は、時に襲撃事件を起こすなど、ブータン
にとって危険な武装集団であると同時に、インドにとっても厄介なゲリラ組織であった。






















1914  第一次世界大戦（〜1918 年） 
1926 第 2 代国王即位
1939  第二次世界大戦（〜1945 年） 
1947 インド独立
1949 インド・ブータン条約締結





















したのは、1961 年にはじまる第 1 次五カ年計画（自 1961 年〜至 1966 年）が、その端緒で
あった。以後、およそ五年を単位とした中長期計画が継続的に立案され、現在の第 11 次五






























り、第 2 次五カ年計画（自 1966 年〜至 1971 年）までは、100%インド資本による、インド
のための開発であったことは疑う余地がない。
図 6：五カ年計画予算推移（インドによる支援比率）17







結果的に、第 3 次五カ年計画（自 1971 年〜至 1976 年）、第 4 次五カ年計画（自 1976 年
〜至 1981 年）まではインドの出資比率が極めて高いまま推移したが、第 5 次五カ年計画（自











































言が五カ年計画のなかで明示されて謳われていたわけではない。第 7 次五カ年計画（自 1992
年〜至 1997 年）以降の計画も、基本的にはその路線を踏襲したものとなり、のちに GNH
理念の柱の一つとなる「持続可能な社会経済発展」という考えを明確に意識して開発が進
められていった。









率は激減し、平均寿命は 2000 年代初頭までには 60 歳を超え、就学率・識字率の面でも大
幅な向上が果たされた。




い統治」、を GNH の中心に据えることが謳われた22。続く第 10 次五カ年計画（自 2008 年












1970 年代に、第 4 代国王が発案したとされる GNH は、ブータン独自の、国家開発のため
の哲学である、と先に述べた。その誕生については諸説あるが、平山によれば、日本国内
のブータン関連文献においてよく取り上げられる、「GNH が対外的に紹介されたのは 1976
年の第 5 回非同盟諸国会議後の記者会見」という記述は誤りであり、「1979 年 9 月に、第
4 代国王が、キューバのハバナにおいて開催された第 6 回非同盟諸国会議出席後、帰国途上
に行った記者会見にて述べた」可能性が極めて高いと指摘している［平山 2016b: 11-12］。
また、同じく平山は、GNH という言葉そのものの誕生の経緯について、2011 年の第 6 回
日本ブータン友好協会親善訪問団（榎泰邦団長）と第 4 代国王との会談時の発言を引きな
がら、「第 4 代国王が計画委員会〔Planning Commission〕の議長に就任したのはまだ皇太子
であった 1972 年 3 月のことであったが、当時のブータンの特殊事情を考慮して『国民の満
足度』を重視する考えを提唱したのが確かにこの頃、GNH という言葉を使用しはじめたの










































いて、ブータン自らが GNH を対外的に発信したのは、1998 年、当時の大臣評議会議長ジグ
メ・ティンレイ〔Jigme Y. Thinley〕が行った、韓国・ソウルで開催された国連開発計画〔UNDP〕












開発理念の最上位に GNH を置いた上で、その目標として、「人間開発〔human development〕」、
「文化遺産〔culture and heritage〕」、「公正かつ公平な開発〔balanced and equitable
development〕」、「統治〔governance〕」、「自然環境保全〔environmental conservation〕」
の 5 つが定められている28。
五カ年計画のなかでは、先述したように、第 8 次五カ年計画（自 1997 年〜至 2002 年）









GNH を、第 4 代国王に代わって対外的に発信する代弁者となったのは、2008 年の民主化
前に 2 期に渡って大臣評議会議長を務め、そして、民主化後の初の政権運営を担ったジグ
メ・ティンレイであった。国連総会〔United Nations General Assembly〕の場にも、ブータン












て、「持続的開発目標〔Sustainable Development Goals: SDGs〕」が採択された。あらゆる貧
困や飢餓の削減、ジェンダー間や各国間の不平等の解消などが謳われる一方で、持続可能
な生産消費形態の維持、生態系の維持や生物多様性の保全、といった GNH に通じる考え方
が反映されている（図 7）。この SDGs は、2000 年 9 月、米国・ニューヨークで開催された
国連ミレニアム・サミット〔Millennium Summit〕で採択された国連ミレニアム宣言〔United
Nations Millennium Declaration〕を基に、2015 年までの開発目標を定めた、「ミレニアム開
発目標〔Millenium Development Goals: MDGs〕」を引き継ぐものである。
また、同じ 2015 年には、パリ協定が採択され、温室効果ガス排出量を、2100 年までにほ
ぼゼロに削減することが目標として掲げられた。ブータンは、世界で唯一、この目標をす
でに達成しており、世界の最先端を走る国として、新たなロールモデルとなりつつある。
図 7：持続的開発目標〔Sustainable Development Goals: SDGs〕30
29
表 3：国民総幸福〔Gross National Happiness: GNH〕の指標31

























































































する、いわゆる地方分権化を進めることを企図し、第 4 次五カ年計画末期の 1981 年、県開















続いて、1999 年には、国王在位 25 年記念式典の演説の中で、「テレビとインターネット
は、有益な面だけではなく負の側面も内包している」と警告した上で、「我が国民が、そ
れらを使うことで、良識と判断力を身につけていくことを信じている」と述べ、その解禁





いよ、民主化へ向けたカウントダウンがはじまった。2005 年までに憲法のドラフト第 2 版
を完成させると、全国津々浦々まで（5 戸に 1 戸）それを配布して、その意図を伝え、内容
















さて、第 4 代国王から国民への最後の贈り物となった憲法は、2008 年、最初の国民議会
選挙を経て、最初に招集された国会で採択され、公布された。その中身について、特徴的
な箇所を抜き出してみよう34。





たというが、第 4 代国王自らの強い意志で条文化されている。第 3 条では、宗教について、
精神的遺産としての仏教の重要性を記すと同時に、国王は、仏教を含むすべての宗教の帰






域代表として全 20 県から各 1 名、加えて国王が直接指名する 5 名、計 25 名が選出される。
国王が、議員の指名権という立法権の一部を維持している点が特徴的である。国民議会議
員選挙については、3 つ以上の政党が出馬した場合、 2 政党に絞り込む予備選挙を行い、
その後、本選挙が行われる。2008 年、および 2013 年の選挙では、全国 47 小選挙区から各
1 名、計 47 名が選出された。選出された国民議会議員の中から総理大臣が任命され、内閣
が組織される。
選挙権については、第 23 条に定めがあり、ブータン国籍を保有する、18 歳以上の、1 年
以上当該選挙区に居住する者に与えられる、とされている。また、王族・宗教関係者に選




受けている35。また、第 24 条と第 27 条において、選挙管理委員会〔Election Commission of
Bhutan: ECB〕と反汚職委員会〔Anti-Corruption Commission of Bhutan: ACB〕の設置がぞれ
ぞれ規定されている。
なお、ブータン史上はじめての国政選挙は、憲法の公布にさきがけて、2007 年 12 月に実




Democratic Party〔PDP〕の 2 政党が選挙戦を争った。実際には、Bhutan People's United Party
〔BPUP〕、All People's Party〔APP〕、Bhutan National Party〔BNP〕という政党も結党され
たが、政党としての適格要件を満たすことができなかった。選挙の結果は、DPT が全 47 議
席中 45 議席を獲得して圧勝となった。
5 2015 年時点で 757,042 人。（出典: National Statistics Bureau, ed. Statistical Yearbook of Bhutan

















ータン 神秘の王国』［西岡京治, 西岡里子 1978=1998］に詳しい。
10 1 インドルピー＝1ニュルタムは、日本円に換算すると、過去 5年間でおおよそ 1.5 円から 2円のあいだ
で取引されている。






15 資料（出典: National Statistics Bureau, ed. Statistical Year Book 2015. Royal Government of Bhutan.
2016.）に基づいて筆者作成。
16 ドゥアール〔Dooars〕地方は、現在のアッサム州から西ベンガル州に広がる平野帯。
17 資料（出典: Embassy of India, Thimphu, Bhutan. Economic Cooperation with Bhutan.
<http://www.indianembassythimphu.bt/pages.php?id=33>, 2016年 8月 31日閲覧.）に基づいて筆者作成。
18 五カ年計画の計画期間は、計画策定の時期などによって 5年間よりも伸び縮みすることもあり、結果的
に西暦上は少しずつ年度がズレていっている。
19 オーストラリアのテレビ局 ABC (Australian Broadcasting Commission) が、1999 年 5 月 16 日に、ブー
タンを題材とした The Last Shangri-La（最後の桃源郷）という番組を放送しており、以来、特に欧米各
国においては、ブータンの表象として「桃源郷」という言葉が頻繁に用いられる。
20 ビザとは別に、インナーラインパーミット〔Inner Line Permit: ILP〕と呼ばれる特別許可を受ける必
要があった。
21 平山［2016a］によれば、教育の近代化は、すでに王国建国直後の 1910 年代からはじまっており、1914
年には、ハ県に最初の近代的な学校が誕生している。ただし、この時点での近代教育は、広く国民に皆教






22 この 4領域の文言は、現在の 4つの柱、「良い統治」、「持続可能な社会経済開発」、「自然環境保全」、「文
化の保護と促進」と微妙に表現が異なっているが、意図するところはほぼ共通している。
23 アメリカ・ニューヨーク市に本部を置く非営利団体 TED〔Technology Entertainment Design〕が主催す
る国際カンファレンスにおいて、2016 年 2 月、ブータン王国首相ツェリン・トブゲイ〔Tshering Tobgay〕
が行った『CO2 排出量マイナスの国、ブータン』と題する講演は、世界で唯一「カーボンニュートラル」、
すなわち、「CO2 排出量ゼロ」の誓いを守り続けている国家であるブータンの取り組みを紹介し、世界中か
ら賞賛を浴びた。（出典: TED: Ideas worth spreading. Tshering Tobgay: This country isn't just carbon
neutral — it's carbon negative. <https://www.ted.com/talks/tshering_tobgay_this_country_
isn_t_just_carbon_neutral_it_s_carbon_negative>. 2016 年 8 月 31 日閲覧.）
24 出典: Gross National Happiness Commission, ed. Eleventh Five Year Plan
Report to the First Session of the Second Parliament. Royal Government of Bhutan. 2013.
25 平山によれば、メディアで初めて GNH が取り上げられたのは、1980 年 4 月 29 日付 New York Times 紙の
マイケル・カウフマン〔Michael T. Kaufman〕による記事であり、書籍で取り上げられたのは、1985 年の
アウン・サン・スー・チー〔Aung San Suu Kyi〕の著作（Let’s Visit Bhutan. London: Burke Publishing.
1985.）である［平山 2016b: 18］。
26 出典: Jigmi, Y. Thinley. ‘Values and Development: “Gross National Happiness”.’ Text of the
Keynote Speech Delivered at the Millennium Meeting for Asia and the Pacific, 30 October - 1 November
1998 Seoul, Republic of Korea. Royal Government of Bhutan. 1998.
27 出典: Planning Commission, ed. Bhutan 2020: A Vision for Peace, Prosperity and Happiness. Royal
Government of Bhutan. 1999.
28 出典: Planning Commission, ed. Bhutan 2020: A Vision for Peace, Prosperity and Happiness, PART
II. Royal Government of Bhutan. 1999.
29 出典: United Nations. Statement by H.E. Jigme Y. Thinley, Prime Minister of the Kingdom of Bhutan.
<http://www.un.org/ga/63/generaldebate/pdf/bhutan_en.pdf>. 2015 年 5 月 31 日閲覧.（和訳出典: 枝
廣淳子, 草郷孝好, 平山修一. 『GNH(国民総幸福): みんなでつくる幸せ社会へ』. 海象社. 2011.）
30 出典: 国際連合広報センター. 「2030 アジェンダ」.
<http://www.unic.or.jp/activities/economic_social_development/sustainable_development/2030agen
da/>, 2016 年 10 月 31 日閲覧.
31 出典: The Centre for Bhutan Studies and GNH Research, ed. Bhutan’s 2015 Gross National Happiness




34 出典: Royal Government of Bhutan, ed. The Constitution of the Kingdom of Bhutan. Royal Government
of Bhutan. 2008.
35 出典: European Union Election Observation Mission, ed. Bhutan Final Report: National Assembly















道無き道を自らの脚で走って書簡を運ぶ必要があり、1 日で 100km を走ったという記録も
残されている37。






その後、1969 年には、万国郵便連合〔Universal Postal Union: UPU〕に加盟し、国際郵便
ネットワークの仲間入りを果たしている。その下部組織にあたるアジア太平洋郵便連合
〔Asia Pacific Postal Union: APPU〕には、1982 年に加盟した。さらに、1993 年には、Express
Mail Service〔EMS〕による国際スピード郵便の取り扱いを開始するなど、徐々にそのサー





府自ら、こうした切手を、小さな大使〔Little Ambassadors〕と呼び、ブータンが GNH 立国
として名の知られる前から、ブータンという国を世界へ伝える役割を担ってきたと評価し
ている。
電話・電信網の建設もまた同様に、第 1 次五カ年計画の中で企図されており、第 2 次五






















気通信開発計画〔Bhutan Telecommunications Development Plan〕」が、ITU からブータン政
府へ提示された。これに基づいて、日本政府による ODA 無償資金協力プロジェクト（自 1991
年〜至 1998 年）が立ち上がり、主要都市を網羅するデジタル通信方式の固定電話回線網の
整備が開始された。
このプロジェクトは、大きく 2 つの段階に分けられる。まず、1991 年から 1994 年までの
4 年間で、中部・東部地域、および、それらの地域と首都ティンプーを結ぶ「国内統一通信






ための人材資源開発の 4 つであった［国際協力推進協会編 2002: 63］。本計画においては、
総事業費約 44.6 億円のうち、約 38.3 億円を日本が無償負担し、また、日本人専門家 7 名が
38













名だった加入者は、1998 年の計画終了時点には約 4 倍の 10,437 名に達した（図 8）。
図 8：ブータン固定電話加入者数推移40
さて、次にブータンにおけるメディアの創成期を紐解いていこう。近代メディアの誕生
は、1967 年、ブータン初の新聞として Kuensel が発刊されるまで待たなければならなかっ
た。しかもこれも、厳密な意味では新聞ではなく、国家開発事業である五カ年計画の進捗
状況などを月に 2, 3 回伝える政府官報としてスタートした。ラジオは、1973 年、National




タン政府によって、通信省〔Ministry of Communication: MoC〕、現在の情報通信省〔Ministry
of Information and Communication: MoIC〕の管轄下に入り、以後、国営放送事業として運営
されていくこととなる。このときから、放送は週に 3 回となった。
Kuensel と NYAB は、1986 年、通信省傘下の公社として企業化されると、徐々にマスメ
ディアとしての性格を帯びるようになりはじめる。Kuensel は週刊の新聞となり、国語であ






















マスタープラン〔Computerization Master Plan 1997-2000〕」を発表した。これは、ブータン
初の包括的な情報化計画と呼び得るものであり、計画の主眼は国内、特に政府関係機関に
おけるコンピュータ導入とそれを利用する人材の育成、そして、LAN〔Local Area Network〕、






















図 9：（左）再現された 1960 年代の郵便局（2016 年 3 月撮影）
図 10：（右）かつての郵便配達人＝飛脚の像（2016 年 3月撮影）
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2006 年までには、国内 20 県全てにおいて、県内の行政機関・教育機関の LAN 化を実施
し、ネットワーク利用に関する教育が推進されるとともに、首都ティンプーにおいては、
省庁、および関連企業を網羅した広域ネットワーク〔Thimphu WAN〕の準備が進められた42。
その他、2006 年までに、情報通信関連事業 45 社、民間情報通信教育機関 19 社、インター
ネットカフェ 35 店舗が開業している43。
また、同じく 2006 年には、それまで、公社である Bhutan Telecom 社が独占的に担ってき
た情報通信関連事業が民間へ解禁され、新たにインターネット・サービス・プロバイダ〔ISP〕
事業に Samden Tech、Druk Com の 2 社が参入した。両社とも、一般家庭回線ではなく、首
都ティンプー市内において、企業のオフィスなどへの専用回線を提供している。


















途としては、通話が 79.9%と断然高く、以下、メッセージ 38.0%、ゲーム 27.5%、音楽 25.4%、
カメラ 23.3%、ラジオ 22.8%、と続いている44。
インターネット同様、2006 年に民間参入が解禁され、2006 年 11 月には、Tashi InfoComm








に BBS がその放送事業を担うことになったが、1999 年の放送開始当初は、1日 2 時間のみ
の放送であった。2006 年 2 月には、1 日 5 時間の放送に拡大し、国内 44 箇所で衛星中継が
スタートしている。放送言語は、国語であるゾンカと英語が用いられている。テレビの普





ディアは、テレビ・ラジオは BBS 一局のみ、新聞は Kuensel 一紙のみと、独占状態にあっ
たが、実質的には、情報の窓口は、広く世界へと開かれていた。ケーブルテレビは、2003
年時点で、33 のオペレーターが約 15,000 人の契約者を、2007 年末時点では、52 のオペレ





している。その放送枠は徐々に拡大しており、2000 年時点で、1 日 9 時間放送であったが、
2003 年には、1日の放送枠が 12 時間になり、2004 年には、15 時間まで拡大した。ラジオ
44
受信機は、1997 年時点で約 37,000 台であったものが、2006 年時点で約 88,000 台まで普及
しており、特に、農村部での所有率 62.8%と、都市部を除けば、依然としてラジオが最有力
なメディアであることが伺える49。





2005 年 2 月 19 日から週２回刊となった。ラジオ同様に、民間紙の新規参入が促され、2006




た電気通信庁〔Department of Telecom: DoT〕が、公社化されて Bhutan Telecom 社となった。
また、同法案によって、電気通信局〔Bhutan Telecommunications Authority: BTA〕が 2000 年
に新たに設置され、情報通信関連産業の規制を司ることとなった。BTA は 2003 年に、通信
45
局〔Bhutan Communications Authority: BCA〕と名称を変え、通信省あらため、情報通信省の
傘下におさめられた。その後、2006 年に、「情報通信メディア法〔Bhutan Information
Communications and Media Act〕53」が施行されると、BCA は再び名称が変更されて情報通


























続いて 2004 年には、「ICT 政策と戦略〔Bhutan Information and Communications Technology































的に普及が進み、2015 年 12 月時点で、人口普及率 61.2%まで達した（図 14）。ただし、国







アップ回線、ブロードバンド回線を合算して、2008 年末 5,423 人、2012 年末 17,083 人、
そして 2015 年末で 28,390 人である（図 14）。ソーシャルメディアについては、ブータン
国内のみを対象にしたサービスは存在せず、多くの人がグローバルに利用されているメデ
ィア、特に、Facebook を利用している。2011 年 12 月時点で、利用者数 80,220 人、当時の
人口比 11.46％、インターネット利用者比 81.25％に達している60。
携帯電話は、先述のように、2006 年、Tashi Cell が参入し、B-Mobile の独占状態が解消さ
れ、2016 年現在に至るまで、2 社による競合関係が続いている。人口普及率、および両社
のシェアの推移は、2009 年 12 月の人口普及率 47.9%（シェア: B-Mobile 80.1%、Tashi Cell
19.9%）、2012 年 12 月の人口普及率 77.8%（シェア: B-Mobile 75.2%、Tashi Cell 24.8%）、
そして 2015 年 12 月の人口普及率 87.1%（シェア: B-Mobile 72.0%、Tashi Cell 28.0%）とな
っている（図 14）。
特に、2012 年までは、毎年 10%ずつ人口普及率が増加して広く一般大衆にまで普及し、

















時間を徐々に拡大し、2011 年時点では、18 時〜23 時まで 5 時間の本放送を行い、同内容を
翌朝 6 時〜11 時に再放送しており、週末はそれに加えて 15 時〜18 時まで娯楽・音楽番組
を放送している。2012 年には、新たに BBS2 チャンネルが開設され、主に教育や娯楽番組
の提供を開始した。それまでの BBS1 が NHK 総合、新たな BBS2 が NHK 教育（現 NHK E
テレ）に相当すると考えるとわかりやすいだろう。実際に、JICA 専門家として、NHK のス
タッフが番組編成などに関わっており、番組構成も NHK に通じるつくりになっている。テ





ケーブルテレビのオペレーター数は、2007 年末の 52 から、2012 年末には 58 と微増したが、
契約者数は、約 30,000 人から 54,120 人へと急増しており、テレビ利用者が、高い割合でケ
ーブルテレビを視聴していることが確認できる一方、都市部でのケーブルテレビ加入率は
88%と非常に高くなっているのに対し、農村部ではわずか 25%に留まっている62。
BBS ラジオは、2009 年、ついに 24時間放送になった。言語別の時間内訳は、ゾンカ 8時
間、英語 3時間、ツァンラカ 3時間、ローツァムカ 2 時間、となっており、残り 8 時間は
再放送にあてられている。さらに、2013 年 2月には、ゾンカ専用チャンネルが開設された。
民間のラジオ局は、2006 年に Kuzoo FM、2007 年に Radio Valley、2008 年に Centennial Radio、
49
2009年にSherubtse FM（現Sherubtse Community Radio）、2010年にRadio HighとRadio Wave、
2013 年に Yiga Radio が、相次いで参入した63。
最古参の Kuzoo FM は、ゾンカと英語の 2 チャンネルを設置し、全国放送を行っている。
Radio Valley、Centennial Radio、Yiga Radio は、首都ティンプーのみをカバーしており、
Sherubtse Community Radio は、東ブータンに居を構えるシェラブツェ・カレッジ〔Sherubtse
College〕の学内専用チャンネルである。Radio High と Radio Wave は、残念ながらサービス
を停止した。産業が未発達のブータンにおいては、広告収入を主とするメディアの収益構
造が成立しないため、経営難による撤退を余儀なくされる民間ラジオ局も出始めている。
2015 年 12 月時点で、BBS を加えたラジオ 6 局がサービスを行っている。
ラジオ台数は、2006 年の約 88,000 台をピークに減少に転じ、2007 年末に 77,800 台、2012









民間の新聞社は、2006 年に参入した Bhutan Times（週刊）と Bhutan Observer（週刊）に
続いて、2008 年に Bhutan Today（週 2 回刊）、2009 年に Business Bhutan（週刊）と The Journalist
（週刊）、2010 年に Druk Nyetshuel（週刊）、2011 年に Druk Yoezer（週刊）と Gyalchi Sharshog
（週刊）、2012 年に Bhutan Youth（週刊）、The Bhutanese（週刊）、そして Druk Melong
（週刊）と、相次いで参入した65。ラジオ同様に、民間各社は経営に苦しんでおり、最古参
の Bhutan Times 紙は、オンライン版の発行を 2011 年 10 月に終了し、Bhutan Observer 紙は
逆に、印刷版の発行を 2013 年 8 月に中止してオンライン版のみに切り替えた。Bhutan Youth












によって民営化されたとされる Kuensel や BBS には、2015 年現在に至るまで、政府による
手厚い補助金が投下されており、事実上の公営企業としての趣が色濃く残っていることも、
民間によるメディア参入を圧迫している一つの原因と考えられる。
図 15：情報通信・メディア事業構造体（2015 年 12 月時点）
ここで、民主化以後、約 10 年間の情報通信政策の推移をみていこう。まず、2008 年に定





























その後、2011 年、「新 ICT 戦略〔Bhutan ICT Roadmap〕67」を経て、2015 年には、「新
ICT 戦略: 改訂版〔Revised Bhutan ICT Roadmap〕68」が示された。このなかで、「ICT によ
って実現される GNH のための基盤としての知識社会」が、大きなビジョンとして掲げられ
ており、政策目標として、「良い統治のための ICT」、「ナショナル・アイデンティティ共












2016 年には、情報メディア庁〔DIM〕が、「放送政策〔The Broadcasting Policy of the Royal



















good citizen〕、責任をもつこと〔Be responsible〕、公明正大であること〔Be transparent〕、
正確であること〔Be accurate〕、思慮深いこと〔Be considerate〕、注意深いこと〔Be careful〕、
そして適切であること〔Be appropriate〕、の 7 つを、ソーシャルメディアを利用する際に遵
守する規範としても転用することが可能であるとしている。
図 16：（左）BBS のニューススタジオ（2011 年 3月撮影）




















2000 Bhutan Telecom 設立





2009 [Policy]「ICT 政策と戦略: 改訂版（BIPS update）」発表
2011 [Policy]「新 ICT 戦略（ICT Roadmap）」発表
2012 Thimphu Techpark 竣工＝国内初の IT パーク（産業特区）
2014 [Policy]「電気通信・ブロードバンド政策」発表






























































































































































































ョンに利用されていた。初のラジオ放送は 1925 年、東京放送局（JOAK, 現在の NHK 東京ラ
ジオ第 1 放送）によるものであった。それ以前の、1923 年に、逓信省は、放送用私設無線

















ていた。スコットランド人のジョン・ロジー・ベアード〔John Logie Baird〕は、1925 年、
世界初のテレビ放送事業者であるテレビジョン社を設立し、1926 年には公開実験を成功さ
せた。1929 年には、英 BBC と提携して、実験放送を開始したが、まだ実用に足るものでは
なかった。BBC がテレビの本放送をはじめるのは、1936 年まで待たなければならなかった。




1934 年には製品化された。その後、1939 年、NBC による実験放送が開始され、1941 年には、
CBS とともに本放送をスタートさせた。このとき、全米テレビジョン放送方式標準化委員会
〔National Television System Committee: NTSC〕が組織され、テレビ放送方式（当時は































〔Transmission Control Protocol/Internet Protocol〕 と呼ばれる通信規約群が標準を
標準とする世界規模のネットワーク群の相互接続による、インターネットの構築が提唱さ
れた。1983 年には、ARPANET が、従来の方式から TCP/IP 方式へ移行した。米国立科学財団
〔National Science Foundation: NSF〕によって、1981 年に立ち上げられていた CSNET
〔Computer Science Network〕が、1986 年、NSFNET〔National Science Foundation Network〕
へと拡張されると、先の ARPANET と接続され、急速に巨大ネットワークへと成長していっ
た。さらに、民間のインターネット通信事業者、いわゆるインターネットサービスプロバ
イダ〔ISP〕が、1980 年代後半から 1990 年代にかけて次々に参入すると、1990 年に ARPANET






















ービスを開始した、日本独自の SNS、mixi が隆盛をきわめたが、2008 年ごろから、世界的































が世界のシェアを握っていたが、2000 年代中頃から、韓国の Sumsung や LG エレクトロニク
ス、中国の ZTE や Huawei といった、アジア企業が台頭するようになり、大きなシェアを占
めるようになってきたことも大きな特徴として挙げられる。
ブータンでは、2003 年に携帯電話サービスがはじまった。開通当初は第二世代回線が用
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クロード・シャノンによる「通信の数学的理論〔The Mathematical Theory of Communication〕」
が Bell System Technical Journal 誌上に掲載されたのは、1948 年のことであった。シャノン
は、情報を、負のエントロピーに基づく量的概念として扱い、それを測る単位として「ビ































































































































































































を務めた The Japan Society for Socio-Information Studies〔JSIS〕と、日本都市情報学会を前身
とする The Japan Association for Social Informatics〔JASI〕である。なぜ、そのような派閥が
別々に生まれたのか、その内情については明るくないが、本論ではそこに深く立ち入る必





























































































































































さて、社会情報学に話を戻すと、2010 年より、2 つの日本社会情報学会、JASI と JSIS は、
当時の廣松毅 JASI 会長、および伊藤守 JSIS 会長のもとで、統合に向けた議論を開始した。



























































































『ネットワーク社会の興隆〔The Rise of the Network Society〕』、『アイデンティティの権
力〔The Power of Identity〕』、および『千年紀の終焉〔End of Millennium〕』という主題が
つけられ、原著初版は 1996 年から 1998 年にかけて出版された。それからおよそ 10 年後の
























































































































































































































































































































































































75 「情報の文明学: 人類史における価値の変換」と題する論文は、はじめ、1988 年の『中央公論』二月号





79 出典: 日本社会情報学会. 「日本社会情報学会設立の趣意」. 『社会情報学研究』, 1. 日本社会情報学
会. 1997.




83 出典: World Press Photo. World Press Photo of the Year 2014.
<http://www.worldpressphoto.org/collection/photo/2014/contemporary-issues/john-stanmeyer>.
2016 年 8 月 30 日閲覧.
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は、そもそも二進数〔binary digit〕を表す言葉の略語であり、二進数の 1 つの桁、すなわち

















































































































「その有機構成の維持へと統御」される［Maturana & Varela 1980=1991: 73］。目的や目標
は、システム自体の有機構成の特質を成しておらず、外部観察者からみた「入力と出力の
対応関係」や、観察者がそれらを「どのようにコンテキストに関係づけるか」が、目的や
目標を決定する［Maturana & Varela 1980=1991: 81］。また、生命システムは、「オートポ
イエティックな有機構成によって、個体としてつまり相互作用の単位体85として規定される」

























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































るようになった「モノのインターネット〔Internet of Things: IoT〕94」という概念へと、その
視座が遷移しつつある。MIT メディア・ラボは、2000 年時点ですでに、「考えるものたち






























































単一な単位体である」［Maturana & Varela 1980=1991: 27］。
86 西垣［2004, 2008］にもとづいて筆者作成。











92 国立研究開発法人科学技術振興機構〔Japan Science and Technology Agency: JST〕参加の社会技術研
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究開発センター〔Research Institute of Science and Technology for Society: RISTEX〕が、新たな戦
略的創造研究推進事業の一つとして位置づけ、2016 年 6 月から募集を開始した。（出典: RISTEX. 「『人と
情報のエコシステム』研究開発領域について」.
<http://ristex.jst.go.jp/examin/active/hite/ecosystem.html>. 2016 年 10 月 31 日閲覧.）
93 「ユビキタスコンピューティングとは、生活や社会の至る所にコンピュータが存在し、コンピュータ同
士が自律的に連携して動作することにより、人間の生活を強力にバックアップする情報環境」（出典: IT
用語辞典 e-Words. 「ユビキタスコンピューティング【ubiquitous computing】」. <
http://e-words.jp/w/%E3%83%A6%E3%83%93%E3%82%AD%E3%82%BF%E3%82%B9%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%83%94%E
3%83%A5%E3%83%BC%E3%83%86%E3%82%A3%E3%83%B3%E3%82%B0.html>. 2016 年 10 月 31 日閲覧.）
94 「IoT とは、コンピュータなどの情報・通信機器だけでなく、世の中に存在する様々な物体（モノ）に
通信機能を持たせ、インターネットに接続したり相互に通信することにより、自動認識や自動制御、遠隔
計測などを行うこと」（出典: IT 用語辞典 e-Words. 「IoT【Internet of Things】モノのインターネット
/インターネットオブシングス」. <http://e-words.jp/w/IoT.html>. 2016 年 10 月 31 日閲覧.）
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第三部
























は 2013 年 7 月、2015 年 3 月、2015 年 11 月、2016 年 3 月の 4 度95、タシガン県メラ郡の調














2013 年国民議会選挙については、2013 年 5 月から 7 月にかけて実施されたが、ここでは
主に、ブータン国内のマスメディア報道、ソーシャルメディアにおける議論を踏まえなが
ら、同年 7 月、実際に現地において選挙戦と投票の様子を観察し、必要に応じてインタビ
ューを行った結果をもとに考察を行っている。Thimphu TechPark は 2012 年 5 月に稼働を開
始し、2016 年現在に至るまで、情報通信産業の創出のための実践を続けているが、その間
の稼働状況について、情報通信省ならびに Thimphu TechPark の公式情報、ブータン国内メ
ディア報道をチェックしながら、あわせて、2013 年 7 月、2016 年 3 月の 2 度、現地を訪問
し、観察・インタビューを行った。2018 FIFA ワールドカップ・ロシア大会・アジア予選は、
ブータン代表が一次予選を勝ち上がった 2015 年 3 月から、二次予選で敗退する 2016 年 3
月までの期間について、同じく、ブータン国内のマスメディア報道、ソーシャルメディア
















あらゆる政策が駆動している。それはすなわち、GNH を成す 4 本の柱、「良い統治」、「持
続可能な社会経済開発」、「文化の保護と促進」、「自然環境保全」、によって、現在の
ブータンという国家を成している要素の大部分を説明し得ることを意味している。ここか













どが明記されている。2016 年現在、狭い国土のなかに、4 カ所の国立公園〔National Park〕





































詳細は、第 1 章にすでに記載した通りであるが、民主主義への移行は、第 3 代国王の時代
































やはり 200km 余りである。200km の距離が、3 倍に延長しているということは、いかにブ
ータンの道路が曲がりくねった道から成っているか、という事実を如実に示している。
また、その道路は決して平坦ではなく、標高 3 千 m を超える峠が、ドチュ・ラ〔Dochu La〕
97、ペレ・ラ〔Pele La〕、ヨトン・ラ〔Yotang La〕、シェルタン・ラ〔Shertang La〕、トゥ
ムシン・ラ〔Thrumshing La〕、と 5 つもある。河川〔Chu〕98も重要な交通の要衝であり、
橋〔Zam〕99をどこに架けるか、という問題と密接に関わってくる。
その結果、この東西横断道路を走破するには、道路状況にもよるが、順調なドライブで






































ヒト、主として労働力のインド依存は表 5 の通りである。2014 年時点で、ブータン人労
働者 348,742 人に対して、外国人労働者は 44,427 人を数え、内 99.3%がインド人である。外
国人労働者には、単なる労働力としてではなく、高度な技能を持つ専門家としての役割が
期待されているが、上記 44,427 人中、37,289 人が道路工事や都市における建築、あるいは
水力発電所建設現場における作業員であり、同じ職種のブータン人労働者 33,333 人を上回









年 2010 2011 2012 2013 2014
労働者 331,900 334,200 336,391 345,786 348,742
内失業者 11,000 10,500 6,904 9,916 9,174
失業率 3.3% 3.1% 2.1% 2.9% 2.6%
外国人労働者 34,318 51,792 53,052 48,014 44,427
内インド人 - 51,284 52,534 47,574 44,111






表 6：モノのインド依存（単位: 百万 Nu）104
年 2010 2011 2012 2013 2014
輸出高 29,324 31,486 28,600 31,853 35,584
内対インド 26,001 26,378 26,627 28,979 31,801
割合 88.7% 83.8% 93.1% 91.0% 89.4%
輸入高 39,084 48,698 53,090 53,273 56,885
内対インド 29,338 35,201 41,834 43,889 47,848
割合 75.1% 72.3% 78.8% 82.4% 84.1%







表 7：2014 年輸出入品目 対インド上位 5 種（単位: 百万 Nu）105
品目 取引高 内インド 割合
輸出
金属・金属製品 12,367 10,826 87.5%
電力 10,634 10,634 100.0%
燃料・鉱物 5,571 4,800 86.2%
化学製品 1,988 1,954 98.3%
野菜・果実 2,863 1,475 51.5%
輸入
燃料・鉱物 13,567 13,330 98.3%
金属・金属製品 9,901 8,407 84.9%
機械・電気製品 10,500 6,605 62.9%
野菜・果実 3,602 3,551 98.6%
動物・動物製品 2,744 2,675 97.5%
カネの面においては、表 8 に示すブータンの国家歳入に占めるインドからの政府開発援
助〔ODA〕の割合から紐解いていこう。2013/14 会計年度時点で国家歳入 33,625 百万ニュル





表 8：カネのインド依存（単位: 百万 Nu）106
年 2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/14
歳入 30,991 28,172 32,646 30,656 33,625
147
税収等 15,638 17,459 20,354 21,102 23,245
ODA 11,119 10,498 12,502 9,563 10,042
内インド 7,306 7,883 9,003 4,693 6,484
割合 65.7% 75.1% 72.1% 49.7% 64.6%




















































































































































Dzongkha 26.7% 23.1% 24.6% 28.0%
Cho-ca-nga-ca-kha 3.3% 1.9% 7.7% 4.0%
Khengkha 6.7% 5.5% 9.6% 5.3%
Bumthangkha 5.0% 1.9% 4.2% 2.7%
Dzalakha 2.5% 0.7% 2.5% 2.9%
Kurtöpkha 1.7% 2.9% 1.9% 2.0%
Tshanglakha 23.0% 27.3% 37.3% 24.3%




















































































図 23：（左上）どこまでも続く山河が織り成す地形（2014 年 7月撮影）
図 24：（右上）断崖絶壁に建立されたタクツァン僧院（2010 年 8 月撮影）
図 25：（左下）荷を運ぶヤク（2015 年 11 月撮影）










































Bumthang 18,692 2,667 0.0% 37.4% 62.6% 52.1%
Chhukha 86,992 1,880 46.3% 50.1% 3.0% 85.8%
Dagana 27,041 1,713 53.9% 42.3% 4.0% 87.1%
Gasa 3,637 2,951 0.1% 12.0% 87.9% 26.3%
Haa 13,330 1,905 9.3% 50.1% 40.6% 65.4%
Lhuentse 17,413 2,851 7.9% 51.2% 40.9% 61.5%
Monggar 43,560 1,940 48.1% 50.5% 1.5% 91.6%
Paro 42,515 1,287 0.0% 55.8% 44.3% 60.9%
Pema Gatshel 24,919 1,022 90.7% 9.3% 0.0% 87.7%
Punakha 27,414 1,110 17.8% 66.1% 16.2% 75.9%
Samdrup Jongkhar 40,097 1,877 71.5% 28.1% 0.4% 87.0%
Samtse 69,611 1,256 70.8% 28.3% 0.7% 78.0%
Sarpang 44,781 1,655 75.7% 24.0% 0.3% 88.0%
159
Thimphu 113,669 1,792 0.0% 36.4% 63.5% 42.9%
Trashigang 55,480 2,198 19.3% 61.9% 18.8% 81.7%
Trashi Yangtse 20,574 1,447 9.3% 58.5% 32.2% 70.9%
Trongsa 15,760 1,814 12.9% 69.6% 17.5% 87.2%
Tsirang 21,517 638 69.7% 29.7% 0.6% 87.3%
Wangdue Phodrang 36,922 3,977 12.3% 51.4% 36.4% 65.3%
Zhemgang 21,234 2,416 68.3% 29.4% 2.3% 87.7%






米 トウモロコシ 牛 ヤク 馬 ヤギ
Bumthang 119 - 4,826 3,661 1,236 4
Chhukha 2,503 2,329 18,982 0 608 6,395
Dagana 5,669 6,870 13,820 0 1,348 16,832
Gasa 285 4 440 5,763 1,862 4
Haa 223 347 6,207 4,683 1,144 41
Lhuentse 5,066 3,228 9,072 387 1,292 56
Monggar 2,671 10,420 18,806 0 1,702 67
Paro 7.764 46 8,221 2,690 1,039 125
Pema Gatshel 255 5,903 3,156 0 519 41
Punakha 9,351 208 9,011 0 470 223
Samdrup Jongkhar 3,677 6,361 12,966 18 1,115 1,259
Samtse 9,844 6,393 25,958 0 284 11,685
Sarpang 6,874 6,890 16,589 0 524 4,366
Thimphu 1,833 4 1,339 9,757 1,249 23
Trashigang 3,851 9,113 20,525 14,096 3,003 149
160
Trashi Yangtse 2,484 2,325 8,732 538 1,249 90
Trongsa 1,906 990 8,684 126 458 41
Tsirang 5,191 5,745 6,513 0 118 6,922
Wangdue Phodrang 6,641 430 18,731 3,274 808 444
Zhemgang 1,809 5,419 8,686 0 1,193 97
Bhutan 78,016 73,025 221,264 44,993 21,221 48,864
ところで、〈情報環境〉の多様性という点では、具体的に、携帯電話の普及にもかなり
の地域格差があったことを、前もって触れておくべきだろう。情報通信省の調査によれば、
携帯電話のサービス開始から 6 年が経った 2009 年末時点で、ブータン全国の村落カバー率











年ごろから 3G 回線が普及しはじめた。しかし、2012 年末時点で主要 4 県のみ（内 2 県は
中心部のみ）での利用、2014 年末時点で 15 県での利用に留まっており、2016 年現在まで
全県カバーは達成されていない。さらに、首都ティンプーにおいては、2013 年から 4G 回














高 7 千 m を超える峰がそびえ、標高 4 千 m を超えるリンシ郡〔Lingzhi Gewog〕では、トラ
ンスヒューマンスと呼ばれる季節移動型の牧畜業が営まれ、ヤクの放牧地は標高 5 千 m あ





またがる市域で、面積はわずか 26.1 ㎢に過ぎず、南北幅約 15km、東西幅約 3km と、南北
に細長い形状をしている。標高およそ 2,200m〜2,600m に位置し、人口 10 万人を超えるブ





































1986 年時点の人口は、わずか 1.5 万人ほどであったとされる。その後、さらに 15 年ほどか
けて、市の中心部 8.3 ㎢の都市計画が進められた。1995 年には、王勅により、ティンプー
市としての自治権を獲得している。さらに、2003 年には、面積を 26.1 ㎢（現在の市域）ま
で拡大したティンプー市整備計画〔Thimphu Structure Plan〕が開始された。
二一世紀に入ると、人口は急増するようになり、2005 年 79,185 人、2010 年 93,232 人、
2015 年 109,771 人（推計値）と順調に増加している120。先の整備計画が完了する予定であ
















用者が多くなっているが、iPhone ユーザーを筆者がはじめて見たのは、たしか 2011 年のこ









































街を見下ろす一画に、情報通信産業特区である Thimphu TechPark が建設された。この







いまから 5 年前の 2011 年、ハ県で出会った 22 歳（当時）の女性 Y さんは、「（テレビ
で見た商品を）欲しいという欲望がわくこともあるが、夢に過ぎない。テレビの中のこと

















































続く機会は、2015 年 11 月、先代の第 4 代国王生誕 60 年記念式典が行われた際に訪れた。




















図 31：（左上）賑わうティンプーのメインストリート（2013 年 7 月撮影）
図 32：（右上）夜のティンプー市街地（2015 年 11 月撮影）
図 33：（左下）拡大するティンプーの新市街地（2013 年 7 月撮影）



















はいずれも標高 3 千 m に届く高山帯に位置し、少数民族であるブロクパが住み、独自のブ
170
ロクパカと呼ばれる言語を操る。県内の広域において牧畜業が盛んで、牛の飼育頭数 20,525
頭は全国第 2 位、ヤクの飼育頭数 14,096 頭、ウマの飼育頭数 3,003 頭は、いずれも全国第 1
位である。
タシガン県の東端、すなわちブータンの東端に位置するメラ郡は、ほぼ全域で標高 3 千 m
を超え、サクテン野生動物保護区〔Sakteng Wildlife Sanctuary〕に該当する。メラ郡の中心




月から 7 月にかけては、標高 4 千 m を超える高原に牧草地を求め、冬、11 月から 2 月頃に
かけては、2 千 m を切る低地まで下りてくる。
首都ティンプーからメラ郡を訪れる場合、まず、東西横断道路の終端であるタシガンの
街までおよそ 20 時間を要し、そこから、標高約 1,500m のラディまで約 1 時間半（50km）、
さらに、標高差およそ 2 千 m を一気に駆け上がり、メラまでが約 3 時間（45km）の道程で










ルまでが、およそ 3 時間。陸路で国境を越え、北を目指してひた走る。標高 100m ほどのサ









































































































































































図 36：（左上）2015 年 7月に開通したメラへ至る自動車道路（2015 年 11 月撮影）
図 37：（右上）標高約 3,500m メラ村の風景（2015 年 11 月撮影）
図 38：（左下）メラ村とゲンゴ村の間に立つ、携帯電話電波塔（2015 年 11 月撮影）
図 39：（右下）メラ村に張り巡らされた電線（2015 年 11 月撮影）
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南部地域: サムツェ県サムツェ郡












9,844mt は全国第 1 位、牛の飼育頭数 25,958 頭も全国第 1 位、ヤギの飼育頭数 11,685 頭は






















































サムツェ教育カレッジ〔Samtse College of Education: SCE〕129は、ブータン最古の大学で
あるシェラブツェ・カレッジ（タシガン県カンルン郡）とほぼ同時期に産声をあげている。
教育者を養成するための教育機関として、サムツェ教育カレッジの前身である国立教育研
究所〔National Institute of Education〕が設立したのが、1968 年。その後、2003 年に、ブータ






育カレッジ〔Paro College of Education: PCE〕が置かれているが、この設立年は 1975 年と、
サムツェのものより後である。
また、雇用の創出と退役軍人のための福祉事業の一環として、1976 年、ブータン陸軍福
祉事業〔Army Welfare Project: AWP〕130と呼ばれる、酒造業が開始された。最初の酒造工場







さらに、国立乳牛繁殖センター〔National Jersey Breeding Centre: NJBC〕と称する、農林
























































SIM と呼ばれる、1 台に 2 つの SIM カードを挿して使うことができる携帯電話を使う者も






































の各県へと販売される。1 頭あたり、およそ 3 万〜4 万ニュルタムで取引されるという。
最後に訪問した酒造工場では、入り口のゲートでまず、AWP というロゴマークを見て、

























































図 41：（左上）サムツェとインドの国境ゲート（2015 年 11 月撮影）
図 42：（右上）インド人が多く出店するサムツェ・バザールの日曜市（2015 年 11 月撮影）
図 43：（左下）インド領とブータン領にまたがる小さな村（2015 年 11 月撮影）
図 44：（右下）手前がブータンの水田、奥がインドの茶畑（2015 年 11 月撮影）
95 首都ティンプーには、博士学位論文に関する調査を開始する 2012 年以前にも 3度訪れており、その際に
見聞した内容からもわずかばかり影響を受けている。
96 出典: Royal Government of Bhutan, ed. Forest and Nature Conservation Act of Bhutan, 1995. Royal
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100 出典: Border Roads Organisation, Indian Army Corps of Engineers. Brief: Project DANTAK.
<http://bro.gov.in/indexmain.asp?projectid=23>. 2016 年 10 月 31 日閲覧.
101 出典: National Statistics Bureau, ed. Statistical Year Book 2005. Royal Government of Bhutan.
2005. / National Statistics Bureau, ed. Statistical Year Book 2015. Royal Government of Bhutan.
2015.
102 出典: Bhutan Broadcasting Services. Youth unemployment rate increases.
<http://www.bbs.bt/news/?p=59444>. 2016 年 5 月 26 日掲載. 2016 年 5 月 27 日閲覧.
103 出典: Ministry of Labour and Human Resources, ed. Labour Market Information Bulletin 2010. Royal
Government of Bhutan. 2011. / Ministry of Labour and Human Resources, ed. Labour Market Information
Bulletin 2011. Royal Government of Bhutan. 2012. / Ministry of Labour and Human Resources, ed. Labour
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20 名に、国王が指名する 5 名を加えた 25 名で構成されるのに対し、国民議会議員は、政党
への所属が義務付けられ、選挙戦は、予備選挙と本選挙の 2 段階を経て、全国 47 の小選挙














さて、ブータン史上はじめての国政選挙は、2007 年 12 月、国家評議会選挙が実施されて

























ていこう。2013 年 4 月 28 日、国民議会が解散し、選挙戦はスタートした。予備選挙の投票
日は 5 月 31 日、本選挙の投票日は 7 月 13 日にそれぞれ設定され、5 月 5 日に予備選挙に出
馬する政党の申請が締め切られることとなった。今回の選挙では、2008 年の選挙で政権を
争ったDPT、PDPの既存2政党に加えて、新たに結党された、Bhutan Kuen-ngyam Party〔BKP〕、
Druk Chirwang Tshogpa〔DCT〕、そして、Druk Nyamrup Tshogpa〔DNT〕の 3 政党133が候補
者を擁立することを宣言した。
事前予測では、基本的に、現与党である DPT が強さを発揮すると見られていたが、一方
で、この 5 年間の DPT 政権の実績に不満を持つ声も多く、その声を味方に、現野党である
















実質的な選挙戦は、5 月 9 日、BBS 放送において、公開の党首討論会が行われて火蓋が切
られた。各政党、候補者による選挙運動は、主に、候補者同士の公開討論（BBS において





除く 3 党が twitter136の公式アカウントを用いて情報発信し、PDP を除く 3 党が Google+137の










以下、5 月 31 日に実施された予備選挙（投票率 55.3%）、および 7 月 13 日に実施された
本選挙（投票率 66.1%）の結果を、表 12、図 45、および図 46 に示す。得票率では僅差であ






得票数 得票率 得票数 得票率
DCT 12,457 5.9％
DNT 35,962 17.0％
DPT 93,949 44.5％ 113,927 45.1％
PDP 68,650 32.5％ 138,558 54.9％
図 45：（左）2013 年国民議会選挙 小選挙区別勝利政党（予備選挙）139
図 46：（右）2013 年国民議会選挙 小選挙区別勝利政党（本選挙）140




じられたのか、が伝わるだろう。予備選挙実施後の 6 月 1 日から、本選挙投票日である 7
月 13 日までの約 6 週間の、新聞主要 6 紙141の紙面から選挙関連記事を抽出し、主にマスメ
ディア上の選挙期間中の論点がどのように移り変わっていったかを順に記していこう。
まず、前半の論点となったのは、PDP による候補者差替え問題についてであった。予備
選挙で 2 位を確保したものの、DPT の後塵を拝した PDP は、本選挙での逆転に向けて大胆
な策を講じた。それが、予備選挙で敗退した各党からの落選候補者の引き抜きである。特





















なメディア要因であると考えられる。PDP の勝因、あるいは DPT の敗因は、現地報道でも
さまざまに語られているが、簡単にまとめると以下のようになる。
・2008 年来、DPT は十分に公約を果たしたとは言い難い。
・予備選で敗退した 2 つの政党が、PDP を支援した。
・DPT が対インド関係を悪化させた結果、国民の家計に打撃を与えた。
・PDP のマニフェストは満足できる内容であった。
1 番目の原因については、主にメディアによる DPT 批判という形で拡散されていった。


























以下、ブータン国内の主要メディアである BBS と Kuensel 紙、民営メディアの代表とし
て Bhutan Observer 紙、ブータン唯一のメディアと民主主義に関する NGO 団体 Bhutan Centre






















































ソーシャルメディアの功罪について、NGO 団体・BCMD の Executive Director である、ペ




















は、本選挙投票日（7 月 13 日）を挟んで、7 月 11〜14 日にかけて、首都ティンプー市内 5






















































小選挙区制の問題が最も深刻で、前回 2008 年、そして今回 2013 年ともに、DPT と PDP
の一騎打ちとなったが、2008 年は、33%の票を獲得した PDP がわずか 2 議席しか得ること
ができず、2013 年は逆に、45%の票を得た DPT が、47 議席中 15 議席と 3 分の 1 未満に留
まり、得票率比と議席数比のあいだに大きな乖離が生じた。
また、「一票の格差」については、2013 年選挙において、最小の選挙区では、902 人の
有権者によって投票が行われ、358：444 で PDP が勝利を収めた一方で、最大の選挙区は、
実に 16 倍に相当する、14,648 人の有権者を抱え、4,267：5,051 で、こちらも PDP が勝利し



















図 47：（左）投票を呼びかける選挙広報板（2013 年 7 月撮影）
図 48：（右）投票所で列をつくる有権者たち（2013 年 7月撮影）
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まずは、Thimphu TechPark のあらましについて、簡単に解説しておこう。Thimphu TechPark
は、2012 年 5 月に稼働を開始したブータン初の、そして 2016 年現在に至るまで唯一の IT
パークであり、ブータンにおける経済特区に指定されている。ブータンに情報通信産業の
経済特区を設けようという計画そのものは、遡ること 6 年前の 2006 年に、ブータン政府主
導の官民連携事業〔Public-Private Partnership〕のモデルケースとして企図された。その後す
ぐに世界銀行〔World Bank〕の民間産業開発計画〔Private Sector Development Project〕が支
援に乗り出し、ブータン情報通信省が先導役となって、実現に向けて動き出した。2009 年
7 月、ブータン財務省〔Ministry of Finance〕が 100%出資する投資会社 Druk Holdings &
Investments〔DHI〕と、シンガポールの Assetz Property Group〔APG〕が合弁会社 Thimphu
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TechPark Pvt. Ltd.〔TTPL〕を設立することで合意し、DHI が 26%と APG が 74%を出資して
建設が開始された150。
当初は、2 年後の 2011 年 9 月に完成目標であったが、主に天候不順が原因で工期が遅れ、
度重なる延期の末に、2012 年 4 月にようやく竣工に至った151。順風満帆とはいかない船出
を暗示していた、とも言える。首都ティンプー南部の新興住宅街であるバベサ地区を見下
ろす、見晴らしの良い一画に建設され、メインビルは 3 階建てで、2 つのウイング、計 6 フ










結局、供用開始から 2 年後の 2014 年 4 月、シンガポール資本の APG が、期待した労働
力が確保できず、かつ通信が不安定であり、結果として十分なテナントを集められなかっ
たことを理由に出資の取り止めを決定し、同年中に撤退した152。DHI は、TTPL を一度畳み、
新たに、100%ブータン資本の会社として Thimphu TechPark Limited〔新 TTPL〕を設立し、
再スタートを切った。この新 TTPL は、財務省 100%出資の官営企業である DHI の 100%子
会社であり、完全な公社として認識すべきである。
次に、Thimphu TechPark に期待されていた役割とその実績について、具体的に詳説して
いくことにしよう。Thimphu TechPark 建設の主な目的は、当初、IT および ITES〔IT Established
Service〕の推進とされていた。先に述べた通り、ブータン政府の官民連携事業推進の一環
でもあり、政府はインフラ（水・電気・通信回線）を、民間は建設資金を、それぞれ提供




いる、海外直接投資〔Foreign Direct Investment: FDI〕の誘致、イノベーション技術センター








なく、Business Process Outsourcing〔BPO〕による雇用創出、そして技術移転の大きく 2 点
が狙いであったと考えられる。ただし、Thimphu TechPark は、上述した通り、順調な船出
とはいかず、当初は海外からの投資は皆無であった。





Dubey〕氏は、Kuensel 紙のインタビューに対し、「3 年から 5 年で 400 から 500 名を雇用し
たい」という意気込みを語っている154。
また、詳細な入居年月は確認することができなかったが、現地調査を行った 2013 年 7 月
時点では、ScanCafe のほかに、コールセンター業務を手がける Sharn Communication が入居










次なる BPO の相手先としてブータンを選択し、Thimphu TechPark に入居した時から、ブー
タンもまた、グローバルな IT 産業のビジネススキームの歯車の一つに組み込まれた、と考
えることもできる。
なお、ScanCafe がある程度成功を収め、一方の Sharn Communication が撤退を余儀なくさ















それから 2 年の間に、シンガポール資本の撤退という荒波を被りながらも、DHI 傘下で
立て直しが図られ、また立地するバベサ地区の開発が進み入居者が増えてきたことも受け
て、2015 年頃から少しずつ事業は軌道に乗り始めた。2015 年 1 月には、スイスに本社を置
き、IT ビジネスコンサルティングや業務用クラウドアプリケーション開発を手がけている
SELISE156が FDI に加わった。SELISE は、後述するイノベーション技術センターのプログラ
ムも活用し、雇用するブータン人を、ブータン国内における新規起業家として 8 ヶ月間育
成したうえで、本格的に稼働する運びとなった。同社の CEO、ジュリアン・ウィーバ 〔ーJulian












2016 年 3 月時点で調査に訪れた際に、テナントとして入居している外国資本は、前述の
ScanCafe、SELISE に、Southtech を加えた 3 社であり、遂に海外直接投資起業向けのフロア
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は満室となっていた。Southtech159は、バングラデシュ資本の多国籍企業で、主に金融関連
のソフトウェアを開発している。Kuensel 紙によれば、2016 年 2 月 24 日時点で、Thimphu
TechPark 全体（後述の BITC 含む）で 717 名のブータン人が雇用されており、そのうち、最
古参となった ScanCafe は順調に雇用を拡大し、538 名の従業員を抱えている160。







































2016 年 3 月時点で、BITC の起業家として Thimphu TechPark に入居しているのは、Green
City Service、Thuksey Research & Consultancy、nano〔Nothing is No〕、SUD'BA Call Centre




も行っており、2016 年 2 月 24 日時点で、iSOFT Private Limited（従業員 45 名）、Bhutan Telecom





































図 49：（左）Thimphu TechPark 外観（2013 年 7 月撮影）
図 50：（右）画像加工編集会社で働く若者たち（2013 年 7 月撮影）
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なった。しかも、国際サッカー連盟〔Fédération Internationale de Football Association: FIFA〕
公認の公式試合として、である。このときの様子は、オランダ・日本共同制作による映画、












































全面芝生のグラウンドへと生まれ変わった。そして、2012 年 12 月、コカ・コーラ〔Coca Cola〕
社がメインスポンサーとして、3 年間で 3 百万ニュルタムを拠出して、ブータンナショナル
リーグ〔Bhutan National League〕が開幕する運びとなった167。これは、ブータン A 級リー
グ改めティンプーリーグ〔Thimphu League〕の上位 3 チームに加え、各県の代表チームから







このような背景を踏まえたうえで、ここからは、2015 年 3 月から 2016 年 3 月にかけての





Federation: BFF〕は、全世界のサッカー協会・連盟を束ねる FIFA に加盟している。FIFA 主
催大会で最も代表的なものは、ご存知、4 年に一度開かれるサッカーの祭典、FIFA ワール





〔South Asian Football Federation: SAFF〕、以上の 2 つの地域連盟に属している。
AFC 主催試合と言えば、日本代表も毎回参戦して好成績を残している、AFC アジアカッ
プ〔AFC Asia Cup〕が真っ先にあげられるだろう。ブータンは、2000 年、2004 年と地区予
選敗退、その後は、ワールドカップ同様、予選にすら参加できてない。そして、おそらく





169。ブータンは、この AFC チャレンジカップに、2008 年、2010 年、2012 年と出場してい
るが、すべて予選で敗退している。









2003 年以来、実に 12 年間も公式戦を行っていないことがわかった。ちなみに、その最後に
行われた試合は、2003 年 10 月 17 日、相手はイエメン代表で、0-4 で敗戦している。この試
合は、2004 年 AFC アジアカップの地区最終予選であった。残念ながらこのとき、ブータン




この 2015 年 3 月におけるランキングポイントはゼロであった。
このような状況下ではじまった、アジア一次予選は、アジアの中でもランキング下位の
国、ブータンを含む 12 か国が、抽選により決まった相手 1 か国と、ホーム&アウェイで 2
試合を戦い、勝ったほうが二次予選に進出する、という非常にシンプルな仕組みになって
いた。ブータンは、対戦相手がスリランカに決まり、2015 年 3 月 12 日にアウェイ（スリラ
ンカ）で、同年 3 月 17 日にホーム（ブータン）で、それぞれ試合を行うことになった。
第 1 戦が行われたスリランカの首都コロンボは、高温多湿であり、また、これまでの両
国の戦歴からも、スリランカ圧倒的有利、という下馬評であったが、試合終盤の後半 39 分、
攻撃的 MF のツェリン・ドルジ〔Tshering Dorji〕が値千金のゴールを決め、そのまま、1-0
でブータン代表が勝利を収めた。ブータンは、アウェイゴール172という大きなアドバンテ






が更新されていた。試合前に閲覧したときは、2003 年 10 月 17 日対イエメン戦が最終戦歴













この 2 つの勝利は、ブータンを FIFA ランキング最下位から脱出させることになる。当時、




ここでの 2 勝は親善試合の 5 勝分くらいの価値に相当するためである。最新の 4 月 9 日に
発表され FIFA ランキングでは、159 位と、一気に 50 位もの大飛躍を遂げた。
続くアジア二次予選は、一次予選で勝ち進んだ 6 か国に、一次予選を免除された 34 か国
が加わり、計 40 か国が、抽選によって 8 組に分けられて争われることになる。ホーム&ア
ウェイの総当たり戦（各チーム 8 試合ずつ）を行い、各組 1 位 8 チームと各組 2 位のうち




次に、2015 年 3 月 17 日というブータンサッカー史に残る一日のなかで、ブータン代表の
華々しい活躍の裏にあった、ブータンならではのエピソードや問題を紹介しておこうと思
210



























































タン代表チームは惨敗を繰り返すことになった。緒戦、2015 年 6 月 11 日に行われたアウェ
イでの香港代表戦に 0-7 で完敗すると、6 月 16 日には、中国代表にホームで 0-6 敗戦、そし
て極めつけは、9 月 3 日、カタール代表にアウェイで 0-15 という歴史的大敗を喫してしま
った。








































その後、香港相手に 0-1 で惜敗したが、アウェイでの 0-6 敗戦から比べて大いに善戦した
ために、再び築館監督へのバッシングが、Facebook 上において少なからず巻き起こった。
ただしそれも、2015 年 11 月 12 日、アウェイの中国戦で、0-12 とカタール戦に次ぐ大差で
惨敗すると、やがて立ち消えになっていった。






タン代表チームも、アウェイで 15 失点を喫した相手に食らいつき、0-3 という結果に終わ
った。試合後のスタジアム周辺は、まるで勝ったかのような騒ぎになったが、しかし、
Facebook 上の書き込みなどは、以前ほどの伸びを示さなくなっていた。
最終的に、2016 年 3 月 29 日、アウェイでの対モルディブ戦に 2-4 で敗れ、ブータン代表
のサッカーW 杯アジア二次予選での戦いが全て終了した。戦績は、0 勝 8 敗の勝ち点 0、得
失点差 -47（得点 5、失点 52）で、グループ最下位であった。酷い成績、といえばたしかに
そうだが、そもそも、二次予選に駒を進めたところからして、ブータンとしては史上初の
快挙だったわけで、それ以上を求めるのは酷というものだろう。
図 51：（左）スタジアムに観戦に訪れた僧侶（2015 年 11 月撮影）





134 各政党のホームページは以下の通り。DCT <http://www.dct.bt>, DNT <http://www.druknyamrup.info>,
DPT <http://www.dpt.bt>, PDP <http://pdp.bt>.
135 各政党の Facebook 公式ページは以下の通り。DCT <https://www.facebook.com/328003180616599>, DNT
<https://www.facebook.com/353065868082048>, DPT <http://www.facebook.com/241996135919197>, PDP
<https://www.facebook.com/bhutanpdp>.






138 各政党の YouTube 公式チャンネルは以下の通り。DCT
<http://www.youtube.com/channel/UChYXG_Ys-GI_tgVtVdPDMKg>, DNT
<http://www.youtube.com/channel/UCfIvdZ_HWP199-TcviTYarQ>.
139 出典: Kuensel. NA Results: Primary. <http://www.kuenselonline.com/naresults/primary.php>. 2013
年 6 月 1日掲載, 2013 年 6 月 27 日閲覧.
140 出典: Kuensel. NA Results: General. <http://www.kuenselonline.com/naresults/general.php>. 2013
年 7 月 14 日掲載, 2013 年 7 月 22 日閲覧.
141 主要 6紙とは、Kuensel、Bhutan Observer、The Bhutanese、Bhutan Today、Business Bhutan、および
Bhutan Times。
142 出典: Bhutanomics. Bhutanomics. <http://bhutanomics.com/>. 2013 年 6 月 27 日閲覧.
143 選挙によって選出された公務員、自由で公正な選挙の頻繁な実施、表現の自由、多様な情報源、集団の
自治・自立、そして全市民の包括的参画［Dahl 1998］。
144 2013 年 7 月 10 日、筆者が実施した、ティンプー市内 BBS オフィスにおける対面インタビュー調査より。
145 2013 年 7 月 11 日、筆者が実施した、ティンプー市内 Kuensel オフィスにおける対面インタビュー調査
より。
146 2013 年 7 月 12 日、筆者が実施した、ティンプー市内 Bhutan Observer オフィスにおける対面インタビ
ュー調査より。
147 出典: Bhutan Broadcasting Services. Social media to play vital role in 2013 elections.
<http://www.bbs.bt/news/?p=27337>. 2013 年 5 月 15 日掲載, 2013 年 5 月 17 日閲覧.
148 2013年 7月11日、筆者が実施した、ティンプー市内BCMDオフィスにおける対面インタビュー調査より。
149 2013 年 7 月 15 日、筆者が実施した、ティンプー市内選挙管理委員会オフィスにおける対面インタビュ
ー調査より。
150 出典: Thimphu TechPark. About Us. <http://www.thimphutechpark.com/about-us.html>. 2016 年 4
月 30 日閲覧.
151 出典: Bhutan Broadcasting Services. Thimphu Tech Park fails to meet deadline.
<http://www.bbs.bt/news/?p=9181>. 2012 年 2 月 7日掲載, 2012 年 10 月 30 日閲覧.
152 出典: Kuensel. Workforce and internet connectivity hurts IT park.
<http://www.kuenselonline.com/workforce-and-internet-connectivity-hurts-it-park/>. 2014 年 4月 9
日掲載, 2014 年 4 月 10 日閲覧.
153 出典: ScanCafe. ScanCafe. <http://www.scancafe.com>. 2016 年 4 月 30 日閲覧.
154 出典: Kuensel. ScanCafé sets up shop. <http://www.kuenselonline.com/scancafe-sets-up-shop/>.
2013 年 5 月 21 日掲載, 2013 年 6 月 6日閲覧.
155 2013 年 7 月 15 日、筆者が実施した、ティンプー市内 Thimphu TechPark における対面インタビュー調査
より。
156 出典: SELISE. SELISE. <http://selise.ch>. 2016 年 4 月 30 日閲覧.
157 出典: Kuensel. Swiss software company to upscale operations at IT park.
<http://www.kuenselonline.com/swiss-software-company-to-upscale-operations-at-it-park/>. 2015
年 1 月 26 日掲載, 2016 年 4 月 30 日閲覧.
158 出典: Kuensel. Closer ties between academia and the industry needed.
<http://www.kuenselonline.com/closer-ties-between-academia-and-the-industry-needed/>. 2015年 11
月 24 日掲載, 2016 年 4 月 30 日閲覧.
215
159 出典: Southtech Limited. Southtech Limited. <http://www.southtechgroup.com>. 2016 年 4 月 30
日閲覧.
160 出典: Kuensel. More than 700 employed at IT park today.
<http://www.kuenselonline.com/more-than-700-employed-at-it-park-today/>. 2016 年 2 月 27 日掲載,
2016 年 4 月 30 日閲覧.
161 出典: Kuensel. Workforce and internet connectivity hurts IT park.
<http://www.kuenselonline.com/workforce-and-internet-connectivity-hurts-it-park/>. 2014 年 4月 9
日掲載, 2014 年 4 月 10 日閲覧.
162 BITC ホームページで紹介されている起業家 15 名中 9名。（出典: Bhutan Innovation and Technology
Centre. Incubatees. <http://www.thimphutechpark.com/bitc/Incubatees.html>. 2016年4月 30日閲覧.）
163 出典: Kuensel. Swiss software company to upscale operations at IT park.
<http://www.kuenselonline.com/swiss-software-company-to-upscale-operations-at-it-park/>. 2015
年 1 月 26 日掲載, 2016 年 4 月 30 日閲覧.
164 出典: Deutsche Welle. Soccer minnow Bhutan strives for greatness on the pitch.
<http://www.dw.com/en/soccer-minnow-bhutan-strives-for-greatness-on-the-pitch/a-17143385>.
2013 年 10 月 10 日掲載, 2015 年 3 月 5日閲覧.
165 出典: Deutsche Welle. Soccer minnow Bhutan strives for greatness on the pitch.
<http://www.dw.com/en/soccer-minnow-bhutan-strives-for-greatness-on-the-pitch/a-17143385>.
2013 年 10 月 10 日掲載, 2015 年 3 月 5日閲覧.
166 出典: Deutsche Welle. Soccer minnow Bhutan strives for greatness on the pitch.
<http://www.dw.com/en/soccer-minnow-bhutan-strives-for-greatness-on-the-pitch/a-17143385>.
2013 年 10 月 10 日掲載, 2015 年 3 月 5日閲覧.
167 出典: Kuensel. National football league kicks off today.
<http://www.kuenselonline.com/national-football-league-kicks-off-today-2>. 2012 年 12 月 14 日掲
載, 2015 年 3 月 5日閲覧.
168 出典: Kuensel. Yeedzin FC wins 2012 Coca Cola league championship.
<http://www.kuenselonline.com/yeedzin-fc-wins-2012-coca-cola-league-championship/>. 2013 年 2 月
25 日掲載, 2015 年 3 月 5日閲覧.
169 2014 年大会を最後に、その役目を終えたとして終了が決まった。
170 FIFA ランキングは、直近 4年間の「国際 Aマッチ〔international "A" match〕」の結果から計算される。
「国際 Aマッチ」とは、各国と地域における年齢制限のない代表チーム（＝「Aナショナルチーム〔"A"
national team〕」）同士の国際試合のこと。
171 出典: FIFA. Associations: Bhutan Football Federation.
<http://www.fifa.com/associations/association=bhu/index.html>. 2015 年 3 月 5日閲覧.
172 ホーム&アウェイ方式で行われるサッカーの試合では、仮に 1勝 1敗、または 2分けで並んだ場合、ア
ウェイ、すなわち相手国・チームのホームで試合をするときに決めた得点が多い方の勝利とする、という
ルールが定められている場合が多い。




174 出典: Kuensel. Chencho Gyeltshen: From national team to national star.
<http://www.kuenselonline.com/chencho-gyeltshen-from-national-team-to-national-star/>. 2015年 4
月 18 日掲載, 2015 年 5 月 31 日閲覧.
175 出典: SOCCER KING . 「FIFA ランク最下位、“最弱”ブータンが連勝で初の W杯 1次予選突破」.
<http://www.soccer-king.jp/news/world/world_other/20150317/292261.html>. 2015 年 3 月 17 日掲載,
2015 年 3 月 22 日閲覧.
176 出典: Kuensel. Another historic battle won in Changlimithang.
<http://www.kuenselonline.com/another-historic-battle-won-in-changlimithang/>. 2015 年 3 月 18 日
掲載, 2015 年 3 月 22 日閲覧.
177 出典: 日本サッカー協会. 「【海外赴任レポート】ブータン 小原一典さん 2013 年 7 月」.
<http://www.jfa.or.jp/jfa/international/dispatch/report/ohara.html>. 2015 年 3 月 22 日閲覧.
178 資料（出典: Kuensel. Head coach Norio Tsukitate sacked.
<http://www.kuenselonline.com/head-coach-norio-tsukitate-sacked/>. 2015 年 10 月 9 日掲載, 2016 年
4 月 14 日閲覧.）をもとに、筆者訳。
216
179 資料（出典: Kuensel. Head coach Norio wanted to leave: BFF.
<http://www.kuenselonline.com/head-coach-norio-wanted-to-leave-bff/>. 2015 年 10月 9日掲載, 2016
年 4 月 14 日閲覧.）をもとに、筆者訳。
180 資料（出典: Facebook. Hishey Tshering.
<https://www.facebook.com/hishey.tshering/posts/10153018553961431>. 2015 年 10 月 10 日掲載, 2016
年 4 月 14 日閲覧.）をもとに、筆者訳。
181 出典: 朝日新聞. 「サッカーのブータン代表、築舘監督を解任『事情話せぬ』」.
<http://www.asahi.com/articles/ASHBW6GZ2HBWUTQP027.html >. 2015 年 10 月 27 日掲載, 2016 年 4 月 14
日閲覧.
182 資料（出典: Kuensel. More than a game. <http://www.kuenselonline.com/more-than-a-game/>. 2015















































































































































































党が Facebook の公式ページや、twitter アカウントを作成しており、そこで舌鋒鋭く政策を
ぶち上げたりしてはいるものの、2013 年 7 月 5 日時点、つまり本選挙投票日である 2013 年
7 月 13 日の 1 週間前の時点で、Facebook ページの「いいね！」数は、DPT が 8,204、PDP
が 10,983、と 5 桁に乗るか乗らないかに留まり、twitter アカウントのフォロワー数に至って
は、DPT が 941、PDP が 1,163、とさらに 1/10 になる。これは、全有権者 381,790 人という
数字に比べても、明らかに少数派である。








































































































2013 年以降の PDP の政権運営に対してどのような評価が下されるかは、次回、2018 年の
選挙を待たなければならないが、少なくとも 2013 年時点では、ブータンの国民の心は、DPT









































図 54：（左）誇らしげに市民カードを掲げる有権者たち（2013 年 7月撮影）
































































































過去 7 年間のスマートフォンの世界シェア191を見てみると、常に上位 5 社による売上が、
世界シェアの半分以上を占めており、いかにグローバルな寡占市場となっているかが伺い
知れる。2011 年以降は、Samsung（韓国）と Apple（米国）が激しい首位争いを演じており、
2015 年第 4 四半期時点で、前者が 21.4%、後者が 18.7%であった。この 2 社だけで、世界の
4 割のシェアを占めている。一方、3 位以下は入れ替わりが激しく、厳しい競争状態である
ことが伺える。そのなかでは、2010 年には首位であった Nokia（フィンランド）の没落が著
しく、2011 年第 4 四半期は 3 位に下がり、以降はランキングからも姿を消している。代わ
って 3 位に浮上した Huawei（中国）は、2015 年第 4 四半期には 8.1%までシェアを伸ばし、
その地位を安泰なものとしつつある。また、過去 2 年、4 位・5 位にはそれぞれ、中国の Lenovo
と Xiaomi がランクインしていたが、2016 年に入ってから勢力図が変化しつつあり、同じく
























































































図 57：（左）ティンプーではモダンなカフェもオープンした（2015 年 11 月撮影）
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てまず Facebook を立ち上げることが問題視され、内閣府が直々に、業務時間中の SNS 利用
禁止令を出す事態となった197。しかし一方で、ソーシャルメディアのデメリットを回避す
るだけではなく、そのメリットを享受するための方策も合わせて考えられるようになって








































































ジタルネイティブを、1976 年以降に生まれた「76 世代」、1986 年以降に生まれた「86 世























































図 59：（左）タブレット端末を操る 4 歳児（2015 年 3 月撮影）












































































































































































かつてはせいぜい 56Kbps のダイヤルアップ回線だったものが、ISDN、xDSL と通信技術が
進歩するにつれて加速し、現在では、携帯電話による無線通信ですら 100Mbps を数える。










































































































〈場所〉に属するものであると考えられる。1 分 1 秒単位の時間を守ることの合理性は、工
業社会において生じてきたと考えられるからだ。それに対して、農耕社会では、時間もう

























































































185 英国エコノミスト誌傘下の研究所 Economist Intelligence Unit が隔年で発表。
186 非政府組織・国境なき記者団〔Reporters Without Borders〕が毎年発表。
187 “Democracy Index 2013”、“World Press Freedom Index 2014” の両方に共通する 167 ヵ国につい
て、両 Index 値を変数とした場合の相関係数 Rは −0.753。 
188 出典: Reporters Without Borders. World Press Freedom Index 2010.








191 出典: Statista. Global market share held by leading smartphone vendors from 4th quarter 2009
to 3rd quarter 2016.
<https://www.statista.com/statistics/271496/global-market-share-held-by-smartphone-vendors-sin
ce-4th-quarter-2009/>. 2016 年 10 月 31 日閲覧.
192 主に携帯電話やコンピュータといった電子技術製品市場において、「技術やサービスなどが日本市場で
独自の進化をとげて、世界標準からかけ離れてしまうという現象」のことを指した言葉。（出典: 野村総合
研究所. 「『ガラパゴス化』する日本」. <http://www.nri.com/jp/navi/2008/080213_1.html>. 2016 年 10
月 31 日閲覧.）
193 Color TV・Cooler・Car の頭文字を取って「3C」とも言った
194 2000 年の新語・流行語大賞を受賞。
195 ビデオゲームを習慣的に行うことで、感情や思考、創造性等を司る大脳の前頭前野の働きが機能不全に
陥るとする仮説。（参照: 森昭雄. 『ゲーム脳の恐怖』. 日本放送出版協会. 2002.）
196 インターネットへの依存が異常に高く、それにより精神的な安定を得ている状態。
197 出典: Cabinet Secretariat. Blocking Social Sites during Office Hours. Royal Government of Bhutan.
2011.
198 出典: The Bhutanese. Harnessing Social Media for good.
<http://www.thebhutanese.bt/harnessing-social-media-for-good/>. 2014 年 10 月 9 日掲載, 2014 年 10
月 9 日閲覧.
199 出典: BBC News. How social media woke up Bhutan. <http://www.bbc.com/news/world-asia-25314578>.
2014 年 2 月 19 日掲載, 2016 年 4 月 16 日閲覧.
200 出典: NHK スペシャル. 「デジタルネイティブ ～次代を変える若者たち～」.
<http://www6.nhk.or.jp/special/detail/index.html?aid=20081110>. 2016 年 5 月 1日閲覧.
201 1996 年に発売された『ポケットモンスター 赤・緑』（初代ポケモン）以来、『ポケモン』シリーズに登
場し続けている人気キャラクター。
202 『ポケモン』シリーズに登場する架空の生物、キャラクターの総称。
203 出典: Facebook. @TsheringTobgay.
<https://www.facebook.com/tsheringtobgay/posts/1246371745375449>. 2016 年 7 月 18 日掲載, 2016 年
10 月 31 日閲覧.
204 出典: Facebook. @BhutanStreetFashion.
<https://www.facebook.com/BhutanStreetFashion/posts/1276243169059961>. 2016年7月21日掲載, 2016
年 10 月 31 日閲覧.
205 出典: Kuensel. PM calls for change in the way people spend.
<http://www.kuenselonline.com/pm-calls-for-change-in-the-way-people-spend/>. 2012 年 4 月 13 日掲









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































206 「適者生存〔survival of the fittest〕」という言葉は、ダーウィンがはじめて用いたのではなく、社
















つの水素原子がついただけである。（中略）1980 年代初め頃、哺乳動物の細胞に DNA を導入する実験が行










213 出典: Center of Biodiversity, Temple University. TIMETREE: The Timescale of Life.















































































































214 修士論文［藤原 2012］においては、川喜田二郎考案の「KJ 法」を主要な分析方法として用いた。
215 出典: 京都大学学士山岳会. 「AACK Newsletter No.56 別冊」.
<http://www.aack.or.jp/newsletter/AACKNewsLetterNo56Umesao.pdf>. 2011 年 12 月 25 日閲覧.
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表 i: 2013 年国民議会選挙 有権者半構造化インタビュー（於ティンプー市、2013 年 7 月 11 日〜14日、計 42人） 
ID Date Age Gender Occupation Birth
Place
Vote Why Vote (or not) News
Source
Debate Debate Impression Most Helpful
Information
Expectation (and Others)






- - - -
2 13/07/11 60 M shop staff Dagana Yes 悪くならないと確
信したほうに投票
する。
- Yes 時間があるとき。 -







Yes - - 開発が最重要。PDP に期待したい。今まで
とは異なる開発を。




















SNS - - - PDP の失業率 0%公約は不可能だ。DPT のほ
うが良い。




Yes - - Yes 時間が短い。 - 誰に投票したか家族にも言わない。




















ID Date Age Gender Occupation Birth
Place
Vote Why Vote (or not) News
Source
Debate Debate Impression Most Helpful
Information
Expectation (and Others)














Yes 悪くなかった。 BBS 新政権に期待。



























15 13/07/11 39 M taxi driver Lingzhi Yes - BBS,
Kuensel
Yes - DPT official
web






- No - - 自分はもうすぐ死ぬ人間なので、未来は若
者が選ぶべき。
17 13/07/11 63 M construction Chukka Yes 民主化は前国王か
らの贈り物だか
ら。
- Yes 良かった。 Debate
18 13/07/13 28 F business Thimphu Yes - - Yes 面白かった。 BBS, Kuensel
19 13/07/13 46 M farmer Thimphu Yes 子どものために。
インドのようにな
らないように。
BBS Yes 良かった。 - 前と同じ党に投票する。












SNS Yes 満足した。 Debate 投票できることが嬉しい。
22 13/07/13 54 M no
occupation







ID Date Age Gender Occupation Birth
Place
Vote Why Vote (or not) News
Source
Debate Debate Impression Most Helpful
Information
Expectation (and Others)
23 13/07/13 42 F housewife Thimphu Yes より良い政府を選
ぶため。
- No - friends テレビが無いので、友達から情報を得てい
る。






25 13/07/14 24 M tourism Punakha Yes 良い政府を選びた
い。
- Yes 満足した。 BBS コミュニティのために働いてほしい。












27 13/07/14 24 F sports
trainer
Thimphu No - BBS, SNS Yes 満足した。 - きっと満足させてくれると思う。
28 13/07/14 22 F student Thimphu No - Kuensel,
SNS
Yes 満足した。 - 期待していない。

















31 13/07/14 20 F student Pema
Gatshel
No 時間が無かった。 BBS, SNS Yes 良かった。 - 若者に仕事を与えてほしい。ただ、不可能
な公約だと思う。
























ID Date Age Gender Occupation Birth
Place
Vote Why Vote (or not) News
Source




















35 13/07/14 52 M researcher Pema
Gatshel




























Yes 満足した。 experience 全ての公約を果たしてくれること。良い政
府をもたらしてくれること。







Yes 面白かった。 - DPT よりも良い政権運営をしてほしい。
39 13/07/14 46 F housewife Thimphu Yes コミュニティにと BBS Yes 良い面と悪い面が Debate, 半信半疑。期待したいが、5年は短過ぎる
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ID Date Age Gender Occupation Birth
Place
Vote Why Vote (or not) News
Source
















41 13/07/14 19 M student Lhuentse Yes 国にとって役に立
つ、有益な候補者
を選ぶため。
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